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はじめに
当資料は、〔令和６年度産地連携推進緊急対策事業〕における謝金支給の基準を明記したものです。
表現の修正等随時修正する場合がある為、常に最新版の資料を確認してください。

なお、謝金支給の基準が適用される費目は、以下の通りです。

【産地の支援に係る経費の内、謝金費目】

参照：令和６年度産地連携推進緊急対策事業 実施規程 別表2

なお、謝金の支払先に対し、同時に専門家経費・技術導入費・外注費を併せて支出することはできません。
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＜謝金額について＞
謝金額は依頼内容に応じた価格の妥当性を証明する必要があります。

原則として複数の相見積もりを必要とし、依頼内容を仕様書として作成し相見積もりを取得してください。
なお、実施内容によって高い専門性や個別事例等による他社(他者)との相見積もりが取得不可能な場合、金額の妥当性を
選定理由書としてご提出ください。
選定理由書には支払先の選定理由として、支払先の妥当性及び高い専門性や個別事例等による支払先の実績を明確に
示す選定経緯や、他事例で同様の行為を行った場合の相場価格・市場価格情報の提示等をご記載ください。

ただし、ご提出いただいた内容によっては補助対象とならない場合があります。また、相場価格・市場価格とかい離している場合
は認められません。

＜謝金の支払方法について＞
本事業は「公募要領 9 補助対象経費全般の留意事項」(2)に記載の通り、事業実施者の銀行振込の実績により支払い
実績を確認します。手形払等、銀行振込による実績を確認できないものは対象外となります。

※謝金支払で発生し得る「現場手渡し・領収書記入」というケースについても、銀行振込での実績が確認できないため
本事業では補助対象となりません。予めご注意ください。

謝金支給に関する基準
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謝金支給に関する基準
＜謝金に関する事業完了後の経費精算時に必要な証憑について＞
経費精算の際には謝金の支払先に対して確かに依頼を行い、実際に支払いを行ったことを確認できるように証憑の整理が必
要です。
他支払経費と同様に、証憑類は見積書、注文書、納品書、請求書、振込証明等を用いて確認します。

また、謝金の支払先が本事業でどのような活動を行ったのか、その実施内容や成果の確認のため、証憑を用いて具体的な報
告をお願いします。

【経費精算に必要な証憑】

【本事業での成果の確認に必要な証憑】
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